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研究成果の概要（和文）：本研究は、インド国内の学術団体(Foundation for Agrarian Studies)との国際共同
研究によってインド村落の小地域住民全数データベースを参照基準に政府基礎データ(センサスデータと行政記
録)の精度を定量的に検証した。地方統計制度に関するこの独自の研究方法に基づいてインドの地方統計制度の
現状と課題を明確に示すことができた。その研究成果はJun-ichi Okabe and Aparajita Bakshi (2016)や岡部 
(2018)等の著書の形で国内外に発信された。本研究はその成果を基準に、インド以外の諸国を含めた比較統計制
度研究に踏み出すところまで到達した。

研究成果の概要（英文）：This study was generated by a joint international research efforts 
undertaken with the Foundation for Agrarian Studies (FAS) in India. We conducted a micro discrepancy
 analysis of official basic data (census data and administrative records) in some village 
panchayats, using FAS's census type survey data for the same areas as our particular point of 
reference. This new methodology clearly reveals the current status and also the future problems of 
using such a statistical system for local governments in India. The main results generated by this 
research were published as two books: Jun-ichi Okabe and Aparajita Bakshi, A New Statistical Domain 
in India―An Enquiry into Village Panchayat Databases, Tulika Books, in 2016 (in English), and 
Jun-ichi Okabe, Theory of Administrative Records and the Statistical System, 
Nihon-Keizai-Hyouron-Sha, in 2018 (in Japanese). Using these results, we achieved a comparative 
analysis of statistical systems used in India and other countries.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
途上国のなかにありながら「統計先進国」として戦後の世界と途上国の統計改革をリードしてきたインドは、世
界や途上国の比較統計制度分析のために、きわめて重要な研究対象といえる。そのインドの地方統計制度を村落
住民全数データベースを参照基準に定量的に検証する本研究の研究方法はユニークなものであり、その研究成果
は国際的に見ても学術的に独自性が高い。グローバルな視野から統計を利用しようとすると、世界の住民の大半
が暮らす途上国地域の地方統計制度の研究は不可欠である。これまで途上国地方統計制度の信憑性は疑問視され
ていたが、それが実際に体系的かつ正確に把握され課題が明確化した本研究成果の社会的意義は大きい。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
(1) グローバルな視野から統計を利用しようとすると、世界の住民の大半が暮らす途上国地域
の統計制度はきわめて重要な研究課題となる。途上国のなかにありながら「統計先進国」とし
て歴史的に途上国をリードしてきたインドは、途上国比較統計制度論を展開するために、きわ
めて重要な代表事例といえる。現在、インド統計制度の最大の課題とされているのは、地方統
計制度の改革である。 
(2) 現代の世界の統計品質論は、統計データのクオリティを支える統計制度全体を視野に収め
ている 1)。インドでは 1990 年代の憲法改正により、州政府から下位レベルの地方自治体へ行
政権限が委譲され、国民の地方政治への参加が急速に進んでいる。そのためインドでは、末端
の地方自治体レベルの統計制度の構築が焦眉の課題となっている。だが、末端の基礎自治体の
統計制度のクオリティを定量的・ 分析的に検討する試みが、インドではこれまでほとんどなさ
れていない。インド政府統計評議会(2000 年設立)は、州政府レベル以下の政府基礎データ(セン
サスデータや行政記録)、及びそれを基礎に構成された標本フレームが、別のマクロレベル標本
推計値とうまく照合しないのは、統計制度末端において政府基礎データのクオリティが劣化し
ているためであると警告している。だが、その検証は末端自治体のミクロレベルの具体的状況
に光を当てるものではなかった。  
(3) その最大の障壁は、統計制度末端のデータをミクロレベルで照合する比較基準として使用
に堪える繊細で優れた全数調査データの入手がむずかしいことにある。そこで本研究は、イン
ドの学術団体「農村研究財団(Foundation of Agrarian Studies-以下、FAS)」2)と国際共同研究を組
織し、FAS の小地域住民全数データベースをその比較基準に利用する検証方法を確立した。す
なわち、 統計制度末端の基礎自治体の政府基礎データ(センサスデータや行政記録)の住民デー
タを、FAS データベースの住民データと一件一件ミクロレベルで照合し、不照合の原因を研究
する検証方法を確立した。 

1) 現代の代表的統計品質論は、IMF のデータ品質評価の枠組 http://dsbb.imf.org/Applications/web/dsbbhome/参照。 
2) FAS の小地域住民全数データベース作成プロジェクトについては<http://www.agrarianstudies.org/>参照。  
 

２．研究の目的 
 
本研究の目的は、小地域住民世帯全数データベースを比較基準にインドの農村自治体の基礎デ
ータ(センサスデータや行政記録) のクオリティをミクロレベルで検証し、そのインドにおける
検証成果をベンチマークに、他の途上国及び非途上国の地方統計制度の発達を比較することで
ある。  
 
３．研究の方法 
 
(1) 平成 24-26 年度基盤研究の研究成果であるインド国民向け英文著書: A New Statistical 
Domain in India: An Enquiry into Village Panchayat Databases の刊行を実現させることによって、
この英文著書に対するインド内外の反響を観察し、広範な統計家と議論。 
(2) それをもとに必要な村落フォローアップ調査を実施。 
(3) 以上の研究成果をもとにインドの農村自治体統計制度の現状と発達史を総括し、インドを
参照基準に他の途上国、日本・欧米諸国の地方自治体統計制度の歴史や現状をサーベイし、比
較統計制度研究を行う。  
 
４．研究成果 
何よりも、本研究期間にインド国民向け英文著書: A New Statistical Domain in India: An Enquiry 
into Village Panchayat Databases の刊行が 2016 年に実現を見たことが最大の成果である。この英
文図書は 2017 年度経済統計学会賞を受賞した。[書評(Book Review)も次のジャーナルに掲載さ
れ高く評価された。すなわち、①2018 年 11 月には、国際ジャーナル South Asia Research, 38 
(3_suppl):105S-109S に、②2017 年 3 月には、国内学会誌『統計学』(経済統計学会)第 112 号, 30-36
頁に、③2016 年 12 月には、国際ジャーナル Review of Agrarian Studies, Vol. 6, No.2, pp. 138-146
に掲載された] 幾つかの村落について追加調査も実施した。以上の成果をもとに、インドを参
照基準に他の途上国、日本・欧米諸国の地方自治体統計制度の比較統計制度分析も行った。ヨ
ーロッパとインドの統計改革に関する比較分析を試みた以下掲載の論文: 岡部 (2018)、図書: 
岡部 (2018)はその成果である。日本の戦前期の農村調査との比較対照をを試みた以下掲載の金
子(2018)や、インド以外の途上国のミクロデータを利用した坂田(2016)の研究も比較統計制度分
析の一環といえる。ただ、インドの膨大な農村標本調査データを FAS の村落住民全数調査デー
タと対比して研究する作業はまだ業半ばである。 
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